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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、当社及び当社の連結子会社である株式会社教育測定研究所とその特定の顧客との間の一部取引（以下「本件

取引」）において、一連の経緯や価格の妥当性を踏まえた経済合理性について、2021年８月２日付の当社取締役会にお

いて、特別調査員会の設置を決議し、調査を進めてまいりましたが、調査の過程において、本件取引とは関連性の無

い、当社連結子会社と当社関連会社との間の一部取引（以下「別件取引」）について、売上の計上が実態を伴うもので

あるかについて懸念が検出されたため、調査対象範囲を拡大し、併せて調査体制を拡充の上、調査を継続してまいりま

した。

　その後、有限責任 あずさ監査法人より追加で指摘を受けた一部取引の経済合理性に関する調査も含め、特別委員会

による調査は継続しておりますが、2021年10月15日、特別調査員会から中間報告書を受領し、連結範囲を変更するとと

もに、本件取引及び別件取引並びにそれらに類似した一部取引について、適切な費用処理を行うなどの会計処理が必要

との判断をいたしました。

　これに伴い当社は、過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されております連結財務諸表及び財務諸表並びに四半

期連結財務諸表等で対象となる部分について、訂正することといたしました。

　これらの決算訂正により、当社が2019年８月９日に提出いたしました第５期（自　2019年４月１日　至　2019年６月

30日）に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項

の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期報告書については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、その四半

期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

第２　事業の状況

第４　経理の状況

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第３四半期連結
累計期間

第５期
第３四半期連結
累計期間

第４期

会計期間
自2017年10月１日
至2018年６月30日

自2018年10月１日
至2019年６月30日

自2017年10月１日
至2018年９月30日

売上高 （千円） 2,708,411 4,150,666 3,849,775

経常利益 （千円） 263,519 217,935 624,698

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 65,502 52,957 337,566

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 62,532 49,560 330,427

純資産額 （千円） 1,904,098 5,649,274 2,171,993

総資産額 （千円） 7,053,203 12,098,761 7,563,091

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 8.72 6.36 44.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － 5.72 －

自己資本比率 （％） 27.0 46.4 28.7

 

回次
第４期

第３四半期連結
会計期間

第５期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2018年４月１日
至2018年６月30日

自2019年４月１日
至2019年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 4.09 18.05

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、2018年６月７日付で普通株式１株につき100株、2018年11月12日付で普通株式１株につき２株の割

合で株式分割を行いましたが、第４期の期首に当該分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純

利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。

４．第４期第３四半期連結累計期間及び第４期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載して

おりません。

５．当社は、2018年12月21日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、第５期第３四半期連結累計期間の

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、新規上場日から当第３四半期連結会計期間末までの平均株価を

期中平均株価とみなして算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社として、第１四半期連結会計期間より、EduLab Capital Partners Ⅰ,

L.P.及びEduLab Capital Ⅰ GP, LLCを新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間から適用しており、財政状態の分析については、当該会計基準を遡って適用した後の数値で前連結会計

年度との比較・分析を行っております。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間の当社グループの経営成績は、売上高4,150,666千円（前期比53.3％増）、営業利益

454,030千円（同35.0％増）、経常利益217,935千円（同17.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益52,957千

円（同19.2％減）となりました。

　当第３四半期連結累計期間においては、e-Testing/e-Learning事業、テスト運営・受託事業ともに順調に売上が

推移しました。販売費及び一般管理費は、一時賞与、事務所移転費用、地代家賃増等により前期比19.9％の増加と

なりましたが、増収により営業利益は前期比35.0％の増益となりました。経常利益については、ファンド運営費

用、為替差損、株式公開費用、融資・借り換え関連費用等により営業外費用が前期比320.2％増加したことで、前

期比17.3％の減益となりました。また、法人税等は減少しましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益は前期比

19.2％の減益となりました。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

①　e-Testing/e-Learning事業

　e-Testing/e-Learning事業においては、公益財団法人日本英語検定協会（以下、「英検協会」）と共同で運営す

る英語学習者向けサイトの「英ナビ！」上で展開する学習ツールの「スタディギア for EIKEN」の提供に伴うライ

センス収入が受験者数の拡大とともに増加し、さらに前期からサービスを開始した「スタディギア」（多教科プ

ラットフォームサービス）のプラットフォーム利用収入及び広告収入が英ナビ・スタディギア売上に貢献しまし

た。また、TEAP CBTのコンテンツライセンス収益が売上拡大に貢献しました。この他、英検協会向けの英検4‐5級

と英検IBAのスピーキングテスト及び英検団体サポート等の売上に加え、手書き文字認識「Deep Read」関連ソフト

ウエア利用に伴うライセンス収入等がテストシステム提供等収入に貢献しました。その結果、売上高は2,078,257

千円（前期比6.7％増）、セグメント利益は762,007千円（同8.3％増）となりました。

 

②　テスト運営・受託事業

　テスト運営・受託事業においては、平成31年度全国学力・学習状況調査（小学校第６学年を対象）及び埼玉県学

力・学習状況調査等の受託案件が売上増加に貢献しました。その結果、売上高は2,072,408千円（前期比172.4％

増）、セグメント利益は429,466千円（同147.7％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて3,835,809千円増加し、8,753,070千円となりました。これは、公募及び

第三者割当増資による新株式の発行などにより現金及び預金が4,397,227千円増加したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて710,598千円増加し、3,329,636千円となりました。これは、ソフトウエ

ア仮勘定が220,531千円、ソフトウエアが189,244千円、投資その他の資産が159,599千円、有形固定資産が151,736

千円それぞれ増加したことなどによります。

　繰延資産は、前連結会計年度末に比べ10,738千円減少し、16,054千円となりました。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて4,535,669千円増加し、12,098,761千円となりました。
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（負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて1,105,902千円増加し、4,512,920千円となりました。これは、借入金及

び社債が418,608千円、流動負債のその他が530,628千円、買掛金が171,123千円それぞれ増加したことなどにより

ます。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて47,514千円減少し、1,936,566千円となりました。これは、借入金及び

社債が34,308千円減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,058,388千円増加し、6,449,486千円となりました。

 

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて3,477,281千円増加し、5,649,274千円となりました。これは、公募及

び第三者割当増資による新株式の発行により資本金及び資本準備金がそれぞれ1,689,856千円増加したこと、親会

社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が52,957千円増加したことなどによります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,480,000

計 24,480,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2019年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,690,600 8,732,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 8,690,600 8,732,000 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、2019年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年４月１日～

2019年６月30日
－ 8,690,600 － 2,321,065 － 2,500,182

　（注）2019年７月１日から2019年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が41,400株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ7,824,600円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することが出来ないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

2019年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,690,000 86,900

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式　　　　600 － －

発行済株式総数 8,690,600 － －

総株主の議決権 － 86,900 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が含まれております。なお、直前の基準日（2019年３

月31日）における当社保有の単元未満自己株式は42株でしたが、当第３四半期会計期間において、単元未満株式

の買取請求により自己株式を取得したため、当第３四半期会計期間末の当社保有の自己株式数は129株、うち単

元未満自己株式数は29株であります。

 

②【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　（注）単元未満株式の買取請求に伴い、当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は129株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年10月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,137,939 7,535,166

受取手形及び売掛金 1,170,946 595,208

仕掛品 226,310 154,846

その他 382,064 467,848

流動資産合計 4,917,260 8,753,070

固定資産   

有形固定資産 55,474 207,211

無形固定資産   

ソフトウエア 1,429,570 1,618,814

ソフトウエア仮勘定 222,103 442,635

その他 77,883 67,368

無形固定資産合計 1,729,556 2,128,818

投資その他の資産 834,007 993,607

固定資産合計 2,619,038 3,329,636

繰延資産 26,792 16,054

資産合計 7,563,091 12,098,761

負債の部   

流動負債   

買掛金 182,222 353,346

短期借入金 ※ 1,800,000 ※ 2,430,000

1年内償還予定の社債 541,400 630,008

1年内返済予定の長期借入金 300,000 －

未払法人税等 178,073 163,615

その他 405,321 935,950

流動負債合計 3,407,017 4,512,920

固定負債   

社債 1,596,900 762,592

長期借入金 300,000 1,100,000

その他 87,181 73,974

固定負債合計 1,984,081 1,936,566

負債合計 5,391,098 6,449,486

純資産の部   

株主資本   

資本金 631,209 2,321,065

資本剰余金 539,449 2,242,873

利益剰余金 1,012,034 1,064,992

自己株式 － △776

株主資本合計 2,182,693 5,628,155

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △10,700 △10,406

その他の包括利益累計額合計 △10,700 △10,406

非支配株主持分 － 31,525

純資産合計 2,171,993 5,649,274

負債純資産合計 7,563,091 12,098,761
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2017年10月１日
　至　2018年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2019年６月30日)

売上高 2,708,411 4,150,666

売上原価 1,150,773 2,232,741

売上総利益 1,557,638 1,917,924

販売費及び一般管理費 1,221,369 1,463,894

営業利益 336,268 454,030

営業外収益   

受取利息 78 626

受取配当金 200 200

投資有価証券売却益 － 67,113

その他 776 6,107

営業外収益合計 1,054 74,046

営業外費用   

支払利息 26,115 27,737

為替差損 10,896 68,422

投資事業組合管理費 － 79,707

株式公開費用 － 34,661

その他 36,792 99,613

営業外費用合計 73,803 310,141

経常利益 263,519 217,935

税金等調整前四半期純利益 263,519 217,935

法人税等 198,016 169,122

四半期純利益 65,502 48,813

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △4,144

親会社株主に帰属する四半期純利益 65,502 52,957
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2017年10月１日
　至　2018年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2018年10月１日
　至　2019年６月30日)

四半期純利益 65,502 48,813

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △2,969 747

その他の包括利益合計 △2,969 747

四半期包括利益 62,532 49,560

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 62,532 53,251

非支配株主に係る四半期包括利益 － △3,690
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、EduLab Capital Partners Ⅰ, L.P.及びEduLab Capital Ⅰ GP, LLCは新たに

設立したため、連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる

場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（売上高に関する事項）

　当社は特別調査委員会を設置し、当社及び当社の連結子会社である株式会社教育測定研究所とその特定顧客と

の間の一部取引（以下、「テストセンター取引」）について、一連の経緯や価格の妥当性を踏まえて経済合理性

の調査を実施している中で、会計監査人より、テストセンター取引とは関連性のない、株式会社教育測定研究所

と関連会社である株式会社旺文社EduLab EDGe Schoolとの間の一部取引等（以下、「グループ会社間取引」）に

関連して、売上の計上が実態を伴うものであるかについての懸念を指摘されました。

　これを受け、当社は特別調査委員会による追加調査を実施しました。その後、会計監査人より、新たに、株式

会社教育測定研究所の売上高の実在性及び期間帰属の根拠となる証憑の信頼性に疑義がある複数取引（以下、

「業務提携先等との取引」）が判明した旨を指摘されたため、当社は特別調査委員会の調査範囲をさらに拡大

し、特別調査委員会は業務提携先等との取引及び類似取引の有無についての調査を継続しております。

　当社は、中間報告書に基づきテストセンター取引及びグループ会社間取引についての会計処理の修正を行い、

また、連結子会社の範囲を拡大し、業務提携先等との取引について売上高及び関連する勘定科目の会計処理を修

正しました。

　当社は、特別調査委員会の調査範囲を拡大し、売上高に関する事実関係、内部統制への影響及び他の財務数値

への影響についての調査を継続中であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　当座貸越契約及び貸出コミットメントについて

　当社及び連結子会社（株式会社教育測定研究所）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行（前連結会計年度は取引銀行４行）と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
（2018年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2019年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額

1,800,000千円 3,300,000千円

借入実行残高 1,800,000 2,430,000

差引額 － 870,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年10月１日
至 2018年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年10月１日
至 2019年６月30日）

減価償却費 176,441千円 358,997千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年10月１日　至　2018年６月30日）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2017年10月19日付で、株式会社旺文社から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第

３四半期連結累計期間において資本金が245,000千円、資本剰余金が245,000千円増加し、当第３四半期連結会

計期間末において、資本金が631,209千円、資本剰余金が539,449千円となっております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2019年６月30日）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、2018年12月21日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。上場にあたり、2018年12月20

日を払込期日とする公募（ブックビルディング方式による募集）による新株式の発行932,000株により、資本

金が1,371,904千円、資本剰余金が1,371,904千円増加しております。

また、2019年１月23日を払込期日とする第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当増資）による新株式の発行216,000株により、資本金が317,952千円、資本剰余金が317,952千円増

加しております。

この増資等により、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が2,321,065千円、資本剰余金が

2,242,873千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年10月１日　至　2018年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

e-Testing／
e-Learning事業

テスト運営・
受託事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,947,575 760,835 2,708,411 － 2,708,411

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 1,947,575 760,835 2,708,411 － 2,708,411

セグメント利益 703,689 173,389 877,078 △540,810 336,268

（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグメントに帰属

しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年10月１日　至　2019年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

e-Testing／
e-Learning事業

テスト運営・
受託事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 2,078,257 2,072,408 4,150,666 － 4,150,666

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 2,078,257 2,072,408 4,150,666 － 4,150,666

セグメント利益 762,007 429,466 1,191,474 △737,444 454,030

（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグメントに帰属

しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年10月１日
至　2018年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年10月１日
至　2019年６月30日）

 (1)１株当たり四半期純利益 ８円72銭 ６円36銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 65,502 52,957

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
65,502 52,957

普通株式の期中平均株式数（株） 7,516,042 8,327,259

 (2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － ５円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 929,155

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

2018年１月12日取締役会決議

ストックオプション（新株予

約権）

新株予約権：１種類

新株予約権の数：592個

新株予約権の対象となる株式

の数：118,400株

－

　（注）１．当社は、2018年６月７日付で普通株式１株につき100株、2018年11月12日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期

純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。

２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年10月15日

株式会社EduLab

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗栖　孝彰

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社EduLab

の2018年10月１日から2019年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年６月30

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年10月１日から2019年６月30日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

しかしながら、「結論の不表明の根拠」に記載した事項により、当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

することができなかった。

 

結論の不表明の根拠

　追加情報に記載されているとおり、会社は特別調査委員会を設置し、会社及び会社の連結子会社である株式会社教育

測定研究所とその特定顧客との間の一部取引（以下、「テストセンター取引」）について、一連の経緯や価格の妥当性

を踏まえて経済合理性の調査を実施している中で、当監査法人の四半期レビューにおいて、テストセンター取引とは関

連性のない株式会社教育測定研究所と会社の関連会社との間の一部取引等（以下、「グループ会社間取引」）に関連し

て、売上の計上が実態を伴うものであるかについての懸念を検出した。これを受け、会社は特別調査委員会による追加

調査を実施した。

　その後、当監査法人の四半期レビューにおいて、新たに、株式会社教育測定研究所の売上高の実在性及び期間帰属の

根拠となる証憑の信頼性に疑義がある複数取引（以下、「業務提携先等との取引」）が判明したため、会社は2021年10

月15日に特別調査委員会の調査範囲をさらに拡大し、特別調査委員会は会社及び会社の連結子会社の業務提携先等との

取引及び類似取引の有無についての調査を継続している。

　会社は中間報告書に基づきテストセンター取引及びグループ会社間取引についての会計処理の修正を行い、連結子会

社の範囲を拡大した。また、会社は自ら業務提携先等との取引について売上高及び関連する勘定科目の会計処理を修正

した。しかしながら、当監査法人は複数の業務提携先に対する売上高の実在性及び期間帰属の適切性に関連する証憑類

の信頼性に疑義を抱いたため、当該業務提携先等との取引の裏付けとして入手した証憑類が十分かつ適切な証拠である

と判断することができず、業務提携先等との取引以外の売上高等においても同様に会計処理の裏付けを入手できていな

い取引が存在するか否かについての心証を得ることができなかった。

　会社は、二度にわたり特別調査委員会の調査範囲を拡大し、売上高に関する事実関係、内部統制への影響及び他の財

務数値への影響についての調査を継続中である。当該調査の結果によっては、売上高以外の勘定科目を含めて、四半期

連結財務諸表に重要な影響を与える可能性がある。

　上記により、当監査法人は、会社の前連結会計年度に係る訂正後の連結財務諸表に対して意見を表明する根拠となる

十分かつ適切な監査証拠を入手することができなかった。また、前連結会計年度の第３四半期連結累計期間に係る訂正

後の四半期連結財務諸表に対しても結論を表明する根拠となる十分かつ適切な証拠を入手することができなかった。こ

のため、当監査法人は、前連結会計年度に係る訂正後の連結財務諸表に対して監査意見を表明しておらず、また前連結
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会計年度の第３四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表に対して結論を表明していない。これらの事項は、当連

結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表と比較情報との比較可能

性に影響を及ぼす可能性がある。

　加えて、当監査法人は、会社の当連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る訂正後

の四半期連結財務諸表に対しても、前連結会計年度以前と同様の理由から結論を表明する根拠となる十分かつ適切な証

拠を入手することができず、訂正後の四半期連結財務諸表に重要な修正が必要かどうかについて判断することができな

かった。

　これらの理由により、当監査法人は、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係る

訂正後の四半期連結財務諸表に対して結論を表明していない。

 

結論の不表明

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「結論の不表明の根拠」に記載した

事項の四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響の重要性に鑑み、株式会社EduLab及び連結子会社の2019年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかったかどうかについての結論を表明しない。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して2019年８月９日に四半期レビュー報告書を提出しているが、

当該訂正に伴い、訂正後の四半期連結財務諸表に対して本四半期レビュー報告書を提出する。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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